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○人を誘致しようとする地域や、地域に移動しようとする人にとって必要な情報提供・仲介を行う総合的な
「プラットフォーム」の仕組みはどうあるべきか。

都市の人材供給と地域の人材需要をつなぐ総合的な「プラットフォーム」の構築のために、すでに多数存在している
情報提供・仲介機関やウェブサイトをつなぐ方策はどのようにすればよいか。
インターネットのサイトは意外に使いにくいのではないか。欲しい情報を容易に入手できるようにするためのプラット
フォームはどのようなものであるべきか。
地域への移動に関する情報提供・仲介は機能しているか。特に、地域での就業情報を提供する機能が不足しているのでは
ないか。
プラットフォーム構築に当たっての官民の役割分担、運営主体はどのような仕組みが考えられるか。
その際、民間のビジネスにつながるような分野、仕組みは考えられないか。
旅行業、宅地建物取引業、職業紹介事業など関係する様々な事業が一体となった取組が必要ではないか。
地域への移動に向けてのきっかけづくりをどのように進めていくべきか。

○人の誘致に取り組む地域は、移動しようとする人に対して、どのような情報発信や支援を行うべきか。
地域に移動しようとする人は、年齢、経歴等に応じ、どのような希望を持っているか。どのような情報を求めているか。
地域への移動に向けての各段階において、地域に関する情報、地域での雇用・活動、生活に関する適切な情報の提供、移動
後の継続的なケアなどが必要ではないか。
人の誘致に取り組む各地域は、どのような年齢、経歴を持ち、どのような地域での居住、就業・活動を行う人をターゲット
にしているのか。各地域は、ターゲットに向けて具体的にどのような誘致の取組を行っているか。
人の誘致に取り組む地域における情報発信や支援に関する官民の役割分担はどのようにあるべきか。
人の誘致を進めるため、行政、地域企業、住民など多様な主体を含めての一体となった取組体制を構築するためには何が必要か。

○地域に移動する人のために、どのような住居・居住環境を確保すべきか。
地域への移動者のための住居・宿泊施設・居住環境の不足状況、その原因は何か。
地域に存在する空き家を移動者のために活用できないか。
二地域居住等を行う者に対する地域の空き家の提供、流通をどのように進めるべきか。
地域への移動者のための住居・宿泊施設の供給について自治体や民間が果たしうる役割は何か。
都市部に住居を持つ人が地域に移動する際の住居資金の確保をどうするか。

○二地域居住等を行う際、移動費などのコスト面の問題を、どのように克服するか。
二地域居住等を行う者のコスト面の障害事由には、どのようなものがあるか。
交通事業者が二地域居住等を行う者に対して、移動費等の割引を実施するための前提条件はなにか。
二地域居住等を行う者の登録制度をつくることで、移動費等の割引対象者を画することが考えられないか。

地域への人の誘致・移動の促進に関する論点
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＜プラットフォームの機能＞
○地域に関する情報の提供
○地域での雇用・活動に関する情報の提供・仲介
・地域での就業情報
・空き店舗情報等

○地域での生活に関する情報の提供
・住居情報
・生活面の利便施設等の情報

○その他
・段階的な移動スキームの構築、移動者へのケア 等

交流（観光・サポート訪問など）→長期滞在→二地域居住→移住

といった段階的な移動にも着目

人材の誘致・移動は、
①仲介１件１件のコスト高、②分散した情報提供・仲介による非効率

などから、民間・自治体による個別の取組には限界

民間と行政の協働により総合的な仲介機能を整備

人の誘致・移動のための「プラットフォーム」構想

２



地域への人の誘致・移動の促進を目的としたウェブサイト例

http://www.ujiturn.ne
t/

ＵＪＩターン情報の検索、体験談、定
住促進情報データベース「ふるさと
Search」など、ＵＪＩターンを支援。

国土交通省都市・地域整備局
地方整備課

ＵＪＩターン支援サイト

http://www.kyosei-
tairyu.jp/

「自然豊かな農山漁村でゆっくり休
暇を取ってリフレッシュしたい」「子ど
もたちと一緒に農林漁業体験をして
みたい」など、このような新たなライ
フスタイルを求める皆さんに都市と
農山漁村を結ぶ情報を幅広く提供。

都市と農山漁村の共生・対流
関連団体連絡会

オーライニッポン

http://www.maff.go.j
p/nouson/chiiki/simi
n_noen/top.htm

市民農園の現状、利用方法、事例
などの情報を提供。

農林水産省農村振興局農村政
策課

市民農園をはじめよ
う

http://www.furusatok
aiki.net/

全国各地の就労先、宿泊先、土地、
住居の紹介をしたり、ＩＪＵターン者
への移住のノウハウなどの情報を
提供。

ＮＰＯ法人１00万人のふるさと
回帰・循環運動 推進・支援セン
ター

ふるさと回帰ネット

http://kouryu-
kyoju.net/index.php

交流居住（田舎暮らし）を積極的に
受け入れている全国各地の自治体
と都会の人をつなぐため 、全国各

地の体験メニューや滞在施設情報
などを提供。

総務省自治行政局過疎対策室

財団法人過疎地域問題調査会
交流居住のススメ

アドレス目的運営団体名称







自治体による首都圏での移住・二地域居住等促進のためのワンストップ窓口設置状況

２００６年

７月

２００６年

６月

２００６年

４月

開設日

東京都銀座

ＮＰＯ法人ふるさと回帰支援セン
ター内

２００７年度に大量定年を向かえ
る団塊の世代をターゲットに、他
地域に先駆けてＰＲを強化し、定
住・二地域居住・交流人口の増
大させるため。

１．福島県

東京都銀座

いわて銀河プラザ内

首都圏在住の団塊の世代の県
内移住を促すため。

３．岩手県

東京都日本橋

富士の国やまなし館内

団塊の世代の県内移住を促し、
首都圏に近い条件を活かし二地
域居住についても推進するため。

２．山梨県

設置場所目的自治体名

（注）国土交通省において把握できたもの



都道府県による団塊世代の移住・二地域居住等促進への取組み状況

【【北海道北海道】】
北海道：北の大地への移住促進事業

【【東北東北】】
青森県：あおもりツーリズム団塊ダッシュ事業
岩手県：いわてへの移住促進事業
宮城県：グリーンツーリズム促進事業
秋田県：Ａターン促進パッケージ事業
山形県：観光キャンペーン推進事業
福島県：ふくしま定住・二地域居住

拡大プロジェクト
新潟県：新・にいがた人応援事業

【【北陸北陸】】
富山県：「ときどき富山県民」推進事業
石川県：ＵＩターンの促進事業
福井県：「新ふくい人」誘致促進事業

【【首都圏首都圏】】
茨城県：魅力あるライフスタイル発信事業
群馬県：山村回帰支援事業
埼玉県：新規就農者確保・育成事業
千葉県：定住促進支援センター機能整備事業
山梨県：ニューライフステージやまなし推進事業

【【四国四国】】
香川県：団塊世代誘客対策事業
愛媛県：移住促進型観光推進事業
高知県：南国土佐への移住促進事業

【【中国中国】】
島根県：島根暮らしＵＩターン支援事業
岡山県：ふるさと回帰促進事業
広島県：交流・定住促進事業
山口県：団塊の世代ＵＪＩターン対策事業

【【中部中部】】
岐阜県：グリーン・ツーリズム定着支援事業
三重県：よみがえれ！農村集落元気増進事業

【【近畿近畿】】
滋賀県：都市農村交流対策事業
京都府：農あるライフスタイル

実現プロジェクト推進事業
兵庫県：多自然居住推進事業
奈良県：ゆとり満喫ならスローライフ情報発信事業
和歌山県：和歌山田舎暮らし事業

【【九州九州】】
佐賀県：“ネクストステージを佐賀県で”

人材誘致総合情報発信事業
長崎県：ながさき田舎暮らし

総合プロモーション（促進）事業
大分県：「住んでよし」大分暮らし支援事業
宮崎県：宮崎へ、来んね、住まんね、お誘い事業
鹿児島県：ふるさと人材確保事業

（出典）都道府県平成１８年度当初予算より国土交通省国土計画局作成
※紹介例については、「団塊世代」をターゲットにした取組みと記載あるもののうち国土計画局において
把握できたもの

※事業名については、都道府県平成１８年当初予算におけるもの
※下線部は、平成１８年度新規予算



定住・二地域居住の阻害要因

（出典）内閣府「都市と農山漁村の共生・対流に関する世論調査」（平成18年2月18日公表）
（注）１．対象者は、二地域居住・定住の願望を持っている者

２．二地域居住、定住の願望は、「都市地域」の居住している者９７５人に聞いたもの。
３．「二地域居住」とは、平日は都市部で生活し，週末は農山漁村地域で生活するといった二地域での居住すること。

定住 二地域居住

医療機関（施設）の整備

農山漁村地域の居住に必要な家屋、
土地を安く手に入手できること

居住地の決定に必要な情報全般を
入手できること

就業に関する情報を入手できること

買い物、娯楽などの生活施設の整備

時間的に余裕があること

農山漁村地域の魅力がわかるような
情報に接すること

家族の理解・同意

医療機関（施設）の整備

農山漁村地域の居住に必要な家屋、
土地を安く手に入手できること

家族の理解・同意

空き家などの仲介・あっせん

希望者が何かと相談できるサポート体制

その他

特にない

わからない

居住地を決定する前の体験ツアー
のようなお試し滞在体験

農山漁村地域に移動する
ための交通手段の整備

近所の干渉がなくプライバシー
が保てる環境

農山漁村地域の魅力がわかるような
情報に接すること

その他

特にない

わからない

農山漁村地域に移動する
ための交通手段の整備

近所の干渉がなくプライバシー
が保てる環境

空き家などの仲介・あっせん

希望者が何かと相談できるサポート体制

居住地を決定する前の体験ツアー
のようなお試し滞在体験

買い物、娯楽などの生活施設の整備

居住地の決定に必要な情報全般を
入手できること



空き家の活用に関する調査結果について
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修理費用を有利に借りることができる

契約期間を短く、退去してもらいやすくする

自分が使わない期間に限定して貸せる

入居者が安心な人か、事前にわかる
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他人が住むと汚されたり痛んだりするから

売却の予定があるから

今後住む予定があるから

他人に貸すといろいろ面倒だから

老朽していて人が住める状態でないから

仏壇等の家財を置いているから

時々使用するから

図表 空き家を貸さない理由 図表 空き家を貸すための条件

Ｎ=71(２つまで回答) N=33（2つまで回答）

※４５名無回答※７名無回答

(人) (人)

■アンケート調査■

・空き家所有者８５人のうち、空き家を貸しているのはその内６人。
・空き家を貸さない理由
「時々使用するから」（４７件）
「仏壇等の家財をおいているから」（２９件）

・貸すための条件
「入居者が安心な人か、事前わかるなら」（１２件）
「自分が使わない期間に限定して貸せるなら」（８件）

■空き家の現状■

・既存住宅総数約５,４００万戸のうち、
空き家は約６６０万戸となっている。
（空き家率：１２．２％）

■今後の課題■

・空き家保有家主の都合を考慮することができる空き家活用の仕組みづくり

・空き家を地域資源として活用しているＮＰＯ法人・団体への支援方策

・空き家の活用のための改修等の補助のあり方

・各自治体が既存住宅ストック空き家を把握し、利活用することを促進する施策

（出典）総務省「住宅・土地統計調査」をもとに国土交通省国土計画局作成。

※東京圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県 名古屋圏：岐阜県、愛知県、三重県

関西圏：京都府、大阪府、兵庫県、奈良県 地方圏：東京圏、名古屋圏、関西圏以外の地域
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（出典）国土交通省国土計画局「『二地域居住』促進のため『空き家』の活用に関する調査」（平成１８年７月）



【利用者】
会員登録者（４名から利用可能）

メリット

・会員制とすることで、利用者が
特定でき、周辺住民が理解

・リピーターが多くなり、地元との
交流が促進し、周辺の観光地
へもここを拠点に訪問

・将来は定住化の可能性あり

【一年間に係る個人負担の例】

１万円（年会費）
＋２千円（宿泊費）×２０泊

＋１万円（交通費）×１５回
＝２０万円

■将来課題■
１．古民家再生基金（仮称）の創設
古民家での農家民宿利用者から、一定額を徴

収し、①古民家民宿の修復や②古民家民宿の新
規開業の際に補助できるような仕組みづくりはで

きないか。（ふるさと寄付金控除の活用も検討）
２．平日利用の促進
３．複数古民家のネットワーク化

■将来課題■
１．古民家再生基金（仮称）の創設
古民家での農家民宿利用者から、一定額を徴

収し、①古民家民宿の修復や②古民家民宿の新
規開業の際に補助できるような仕組みづくりはで

きないか。（ふるさと寄付金控除の活用も検討）
２．平日利用の促進
３．複数古民家のネットワーク化

「古民家保全」と「二地域居住」の融合

【概要】
運営主体：里美ツーリズム探求会（任意団体）
物件名称：荒蒔邸
営業方法：会員制農家民宿（簡易宿所）

食事提供は基本的に無（希望があれば提供）
その他オプションの活動メニューも豊富

営業開始：平成１４年６月
会 費：年間１万円 宿泊費一泊２千円
会 員 数 ：３８組（２０組以上がリピーター）（平成１８年４月現在）

開業資金：４、１６７千円（自己資金２、１６７千円、行政補助２、０００千円）
古民家の年間賃料：４８万円

古民家を改修し、会員制農家民宿としている事例 茨城県常陸太田市（旧里美村） 里美ツーリズム探求会（任意団体）

空き家の活用事例



①「中長期滞在型観光」から「二地域居住」までの人口等を把握し、
各府省・地方公共団体の施策の検討に寄与 ⇒ 都市と農山漁村の交流を促進

②「二地域居住」等を実施する際の移動費が軽減され、「二地域居住」が促進
効果

ふるさとサポーター情報バンク（仮称）構想

①「中長期滞在型観光」から「二地域居住」までの人口等を把握することが困難
②「二地域居住」等を実施する際の高い移動費がその促進を阻害

「ふるさとサポーター情報バンク」（仮称）設立

現在の
課題

ふるさとサポーター
情報バンク

二地域居住者

①二地域居住地域との関係を示す書類を添付し、
ふるさとサポーター認定を申請

②審査により、申請地域との
ふるさとサポーター認定書を交付

交通サービス
民間事業者

③ふるさとサポーター認定書
を利用して、移動費を軽減

④滞在期間、活動内容等について報告
認定証認定証

⑥情報の公開
（各府省、地方公共団体など）

⑥情報の公開
（各府省、地方公共団体など）

⑤報告をもとに、二地域
居住者等の情報を把握

⑤報告をもとに、二地域
居住者等の情報を把握

【現
在
の
割
引
サ
ー
ビ
ス
例
】

割引名称 会社名 割引の内容 要件

介護帰省割引 ＪＡＬ
要介護・要支援被認定者の介護者が、介護さ
れる方の居住地との往復(1路線)に運賃割引
（最大３６％割引）。

購入の際に、 「介護帰省パス」を提示。
【「介護帰省パス」交付の要件】
1.要介護･要支援認定を確認できる公的書類
    介護保険証　または　介護認定結果通知書　（いずれか一通）
    上記保険証または通知書に記載のある要介護・要支援の「認定の有効期間」内のものに限る。
　（被認定者の住所が記載されていない場合は、被認定者の住所を証明する公的書類が必要。）
2.被認定者と介護者との関係を証明する公的書類
    戸籍謄本　または　戸籍抄本　（6ヶ月以内に発行されたもの）
3.介護者の現住所を証明する公的書類
4.介護者ご本人の顔写真（3cm X 3cm）
※被認定者･･･介護を必要とされる方　介護者･･･介護する方

ジパング倶楽部 ＪＲ各社
会員制。
JR線の運賃・料金を利用回数により２～３割引
【１年で最高２０回利用】

JRの主な駅、旅行センターおよび主な旅行代理店で会員証を提示
【会員書の交付の要件】
男性：満６５歳以上、女性：満６０歳以上、夫婦会員：どちらかが６５歳以上なら配偶者の年齢は不問


